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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

３ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準

第５号)および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」(企業会計基準適用指針第８号)を適用

しております。 

  

 

(2) 提出会社の経営指標等 

  

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 66,488 60,011 68,857 117,197 110,727 

経常利益 (百万円) 682 1,230 1,650 2,127 2,537 

中間(当期)純利益 (百万円) 401 659 905 1,051 1,198 

純資産額 (百万円) 16,338 19,662 22,051 18,067 23,031 

総資産額 (百万円) 65,169 62,878 76,360 60,212 71,559 

１株当たり純資産額 (円) 192.49 231.76 259.75 212.22 271.31 

１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) 4.73 7.78 10.67 11.68 13.94

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益金額 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 25.1 31.3 28.9 30.0 32.2 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 1,880 28 1,592 1,423 135

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 529 217 △218 574 1,010

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △427 △620 △527 △2,134 △817

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 8,308 5,864 7,484 6,213 6,626

従業員数 (人) 365 530 562 364 537 

回次 第82期中 第83期中 第84期中 第82期 第83期 

会計期間 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成18年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ９月30日 

自 平成16年 
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成18年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 66,076 57,182 65,493 116,291 104,413 

経常利益 (百万円) 752 951 1,432 2,104 1,955 



(注) １ 売上高には消費税等は含まれておりません。 

２ 純資産額の算定にあたり、平成18年９月中間期から「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基準

第５号）および「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号）を適

用しております。 

中間(当期)純利益 (百万円) 479 542 805 948 1,046 

資本金 (百万円) 6,728 6,728 6,728 6,728 6,728 

発行済株式総数 (千株) 85,103 85,103 85,103 85,103 85,103 

純資産額 (百万円) 16,061 19,092 21,260 17,584 22,355 

総資産額 (百万円) 64,795 59,443 72,805 59,359 68,226 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 24.8 32.1 29.2 29.6 32.8 

従業員数 (人) 333 313 328 328 315 



２ 【事業の内容】 

   当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営んでいる事業の内容に重要な変 

更はありません。 

 また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年9月30日現在 

(注) １ 従業員数は、当社グループから当社グループ外への出向者を除き、当社グループ外から当社グループへの出向者を含む就

業人員であります。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の部門に区分できない管理部門に所属しているものを記載しておりま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

平成18年9月30日現在 

(注) 従業員数は、当社から他社への出向者を除き、他社から当社への出向者を含む就業人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

西華産業労働組合は、全国商社労働組合連合会に加盟しており、会社と労働組合との間には特記すべき事項はあ

りません。 

なお、連結子会社には労働組合はありません。 

部門区分 

従業員数(人) 

機械等卸売事業 機械等製造事業 合計 

電力 54 ― 54 

一般産業 213 150 363 

電子・情報 54 ― 54 

全社(共通) 59 32 91 

合計 380 182 562 

従業員数(人) 328 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1)業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、戦後最長の「いざなぎ景気」を凌ぐ好景気が継続しており、当社

グループの主要顧客である製造業は、国内設備投資の増大、アジアの高成長に伴う輸出の拡大そして円安などに

も後押しされて引き続き好景気を維持しております。しかしながら原油をはじめ資源価格の高騰といったマイナ

ス要因や、米国経済の減速など外部環境の悪化が国内経済に与える悪影響への懸念もあり、景気の先行きに対す

る不安も同時に抱えている状況であります。 

そのような経済環境のもと当社グループでは、機械等卸売事業並びに機械等製造事業の両事業で受注高・売上

高が伸びております。機械等卸売事業では主力分野の電力をはじめ一般産業並びに電子・情報分野の全般にわた

り、積極的な営業展開を図った結果、受注高、売上高、営業利益ともに予想以上の結果を得るに至りました。一

方、機械等製造事業においては、諸資材の値上げによる製造原価率の上昇で苦戦を強いられておりますが、海外

からの部品や半製品の調達による原価低減を図って対処しております。当中間期の当社グループ受注高は621億

円（前年同期比22.8%増）となり、売上高は688億円（前年同期比14.7%増）、営業利益は15.6億円（前年同期比

34.7%増）、経常利益は16.5億円（前年同期比34.2％増）、中間純利益は9.0億円（前年同期比37.2%増）となり

ました。 

セグメント別の状況につきましては、 

   ①機械等卸売事業 

当社グループの主体となる機械等卸売事業の状況は下記の通りです。 

a.電力分野は、当社グループが得意とする補修工事、アフターサービスに注力した結果、受注高は191億円（前

年同期比39.1％増）と伸び、売上高も大口取引等の受渡が進み185億円(前年同期比21.9%増)となりました。 

b.一般産業分野は、前年同期に比べ大型設備商談の受注も増え、受注高は341億円（前年同期比19.4%増）とな

り、売上高は413億円（前年同期比7.1%増）となりました。 

c.電子・情報分野は、国内液晶メーカーの積極的な設備投資に支えられて、受注高は60億円（前年同期比6.2％

増）となり、売上高は前年同期に比較し大口、小口案件の受渡が進んだことにより64億円（前年同期比70.7%

増）となりました。 

②機械等製造事業 

前期より連結子会社となった日本ダイヤバルブ（株）が占める機械等製造事業の状況は、受注高が27億円

（前年同期比10.4%増）、売上高が24億円（前年同期比4.8%増）となりました。 

  

(2)キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における連結ベースの現金および現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年

度に比べ857百万円増加し7,484百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。 

(営業活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における営業活動による資金の増加は、1,592百万円（前中間連結会計期間28百万円）とな

りました。これは主に、法人税等の支払などの資金の減少があったものの、税金等調整前中間純利益1,732百万円

の計上などの資金の増加があったことによるものであります。 

  

(投資活動によるキャッシュ・フロー) 



当中間連結会計期間における投資活動による資金の減少は、218百万円（前中間連結会計期間217百万円の増加）

となりました。これは主に、固定資産の取得による支出等によるものであります。 

  

(財務活動によるキャッシュ・フロー) 

当中間連結会計期間における財務活動による資金の減少は、527百万円（前中間連結会計期間620百万円）となり

ました。これは主に、配当金の支払並びに短期借入金の返済等によるものであります。 

  

２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績は次のとおりであります。 

(注) １ 上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

２ 上記記載の金額は、販売価格によっております。また、消費税等は含まれておりません。 

３ 上記機械等製造事業とは、連結子会社である日本ダイヤバルブ（株）が対象になります。 

  

(2) 受注状況 

当中間連結会計期間における受注状況を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 環境保全設備の金額並びに前年同期比欄の(  )内は、内数を示しております。 

２ 上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

    ３ 上記記載の金額は、消費税等は含まれておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間の販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

(注) １ 環境保全設備の金額並びに前年同期比欄の(  )内は、内数を示しております。 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

機械等製造事業 2,740 13.0 

事業の種類別 

セグメントの名称 

受注高 受注残高 

金額(百万円) 前年同期比(％) 金額(百万円) 前年同期比(％) 

機械等

卸売事

業 

電力 19,182 39.1 30,015 142.1 

一般産業 34,163 19.4 83,872 17.3 

電子・情報 6,041 6.2 6,096 7.2 

(環境保全設備) (1,348) (△47.2) (3,405) (2.7) 

計 59,387 23.5 119,984 33.9 

機械等製造事業 2,724 10.4 1,116 14.4 

合計 62,111 22.8 121,100 33.7 

事業の種類別セグメントの名称 金額(百万円) 前年同期比(％) 

機械等

卸売事

業 

電力 18,582 21.9 

一般産業 41,373 7.1 

電子・情報 6,413 70.7 

(環境保全設備) (1,259) (△8.1) 

計 66,369 15.2 

機械等製造事業 2,488 4.8 

合計 68,857 14.7 



２ 上記記載の金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

３ 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

４ 主な相手先の販売実績および当該販売実績の総販売実績に対する割合 

(注) 上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  

３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当連結会社の事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じ

た課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

当社グループの機械等製造事業セグメントにおける日本ダイヤバルブ（株）の研究開発活動は、新製品開発および

改良による競争力の維持に努めており、当中間連結会計期間における研究開発費の総額は62百万円であります。 

前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

相手先 金額(百万円) 割合(％) 相手先 金額(百万円) 割合(％) 

三菱重工業(株) 7,071 11.8 
旭化成エヌエスエ
ネルギー(株) 

7,724 11.2 



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

特記事項はありません。 

  



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 188,529,000 

計 188,529,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月30日) 

上場証券取引所名
又は登録証券業協

会名 
内容 

普通株式 85,103,252 85,103,252
東京証券取引所
(市場第一部) 

― 

計 85,103,252 85,103,252 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年９月30日 ― 85,103,252 ― 6,728 ― 2,096 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年９月30日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

三菱重工業株式会社 東京都港区港南二丁目16番5号 4,131 4.85 

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内二丁目7番1号 2,765 3.25 

日本マスタートラスト信託銀行
株式会社 信託口 

東京都港区浜松町二丁目11番3号 2,418 2.84 

日本トラスティ・サービス 
信託銀行株式会社 信託口 

東京都中央区晴海一丁目8番11号 1,957 2.30 

矢古宇 保 栃木県宇都宮市 1,788 2.10 

日機装株式会社 東京都渋谷区恵比寿三丁目43番2号 1,593 1.87 

株式会社山口銀行 山口県下関市竹崎町四丁目2番36号 1,451 1.71 

三菱電機株式会社 東京都千代田区丸の内二丁目7番3号 1,432 1.68 

株式会社鶴見製作所 大阪府大阪市鶴見区四丁目16番40号 1,335 1.57 

三菱化工機株式会社 神奈川県川崎市川崎区大川町2番1号 1,252 1.47 

計 ― 20,124 23.65 



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年９月30日現在 

(注) １ 上記「完全議決権株式(その他)」欄の株式数には、証券保管振替機構名義の普通株式13,000株(議決権 

     13個)および実質的に所有していない当社名義の普通株式1,000株(議決権 1個)が含まれております。 

２ 「単元未満株式」欄に含まれている自己株式および相互保有株式は次のとおりであります。 

自己株式            142株 

相互保有株式 

 ㈱エスケイセールス      50株 

  

② 【自己株式等】 

平成18年９月30日現在 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 

(自己保有株式) 

普通株式 167,000
―

株主としての権利内容に制限 
のない、標準となる株式 

(相互保有株式) 

普通株式 302,000
― 同上 

完全議決権株式(その他) 普通株式 83,832,000 83,832 同上 

単元未満株式 普通株式 802,252 ― 同上 

発行済株式総数 85,103,252 ― ― 

総株主の議決権 ― 83,832 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
西華産業㈱ 

東京都千代田区丸の内 
三丁目３番１号 

167,000 ― 167,000 0.20

(相互保有株式) 
エステック㈱ 

東京都中央区日本橋 
三丁目４番13号 

160,000 ― 160,000 0.19

市川燃料チップ㈱ 
東京都江戸川区平井 
三丁目23番17号 

120,000 ― 120,000 0.14

㈱エスケイセールス 
東京都板橋区志村 
一丁目２番９号 

22,000 ― 22,000 0.03

計 ― 469,000 ― 469,000 0.55 



２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 株価は東京証券取引所(市場第一部)におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 316 299 278 278 278 287 

最低(円) 292 267 232 241 261 269 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表および中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間連結財務諸表規則に基

づき、当中間連結会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間連結財務諸表規則に基づ

いて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)は改正前の中間財務諸表等規則に基づき、

当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)は改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作成して

おります。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日

まで)および前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成18年４月

１日から平成18年９月30日まで)および当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間連結財

務諸表および中間財務諸表について、明光監査法人の中間監査を受けております。 



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金 *３ 5,865    7,485   6,628    

２ 受取手形及び売掛金 *８ 31,741    40,379   35,430    

３ 有価証券   799    426   124    

４ たな卸資産   3,164    3,040   2,908    

５ 前渡金   2,399    4,560   3,050    

６ 繰延税金資産   278    448   418    

７ その他   756    889   523    

８ 貸倒引当金   △169    △455   △182    

  流動資産合計     44,836 71.3  56,775 74.4   48,900 68.3

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 *１ 2,436    2,405   2,574    

２ 無形固定資産   316    307   319    

３ 投資その他の資産                

 (1) 投資有価証券 *2,3 14,214    15,850   18,664    

 (2) 繰延税金資産   113    128   132    

 (3) その他 *２ 1,158    963   1,090    

 (4) 貸倒引当金   △197    △71   △122    

  投資その他の 
  資産合計   15,289   16,871 19,764   

  固定資産合計     18,042 28.7  19,585 25.6   22,658 31.7

 資産合計     62,878 100.0  76,360 100.0   71,559 100.0



  

  
  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

１ 支払手形及び買掛金 *８ 26,625    34,932   29,893    

２ 短期借入金 *３ 7,179    6,880   6,980    

３ 未払法人税等   831    822   878    

４ 前受金   2,097    4,232   2,394    

５ 引当金   514    679   607    

６ その他   1,207    1,175   1,084    

  流動負債合計     38,455 61.2  48,722 63.8   41,838 58.5

Ⅱ 固定負債                

１ 長期借入金 *３ 1,000    1,000   1,000    

２ 退職給付引当金   1,579    1,573   1,578    

３ 役員退職慰労引当金   206    207   253    

４ 繰延税金負債   1,493    2,429   3,437    

５ 連結調整勘定   372    ―   331    

６ 負ののれん   ―    289   ―    

７ 持分法適用に伴う 
  負債   54   41 30   

８ その他   39    44   41    

  固定負債合計     4,745 7.5  5,586 7.3   6,672 9.3

 負債合計     43,201 68.7  54,309 71.1   48,511 67.8

(少数株主持分)                

 少数株主持分     15 0.0  ― ―   16 0.0

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     6,728 10.7  ― ―   6,728 9.4

Ⅱ 資本剰余金     2,097 3.3  ― ―   2,098 2.9

Ⅲ 利益剰余金     7,085 11.3  ― ―   7,623 10.7

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金    3,889 6.2 ― ―   6,653 9.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     △97 △0.1  ― ―   △27 △0.0

Ⅵ 自己株式     △41 △0.1  ― ―   △44 △0.1

 資本合計     19,662 31.3  ― ―   23,031 32.2

 負債、少数株主持分 
 及び資本合計    62,878 100.0 ― ―   71,559 100.0



  

  

    前中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ―   6,728    ―  

２ 資本剰余金     ―   2,098    ―  

３ 利益剰余金     ―   8,097    ―  

４ 自己株式     ―   △47    ―  

株主資本合計     ― ―  16,876 22.1   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 5,174   ― 

２ 為替換算調整勘定     ―   △19    ―  

評価・換算差額等 
合計    ― ― 5,155 6.8   ― ―

Ⅲ 少数株主持分     ― ―  19 0.0   ― ―

純資産合計     ― ―  22,051 28.9   ― ―

負債純資産合計     ― ―  76,360 100.0   ― ―



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     60,011 100.0  68,857 100.0   110,727 100.0

Ⅱ 売上原価     54,535 90.9  62,588 90.9   99,944 90.3

売上総利益     5,475 9.1  6,269 9.1   10,783 9.7

Ⅲ 販売費及び一般管理費 *1,2   4,310 7.2  4,699 6.8   8,694 7.8

営業利益     1,165 1.9  1,569 2.3   2,088 1.9

Ⅳ 営業外収益                

１ 受取利息   30    20   87    

２ 受取配当金   56    76   169    

３ 有価証券売却益   59    ―   143    

４ 連結調整勘定償却額   41    ―   82    

５ 負ののれん償却額   ―    41   ―    

６ 持分法による 
  投資利益 

  ―    4   ―    

７ 為替差益   34    ―   ―    

８ その他   62 285 0.5 58 201 0.3 260 744 0.7

Ⅴ 営業外費用                

１ 支払利息   48    46   133    

２ 手形売却損   ―    15   ―    

３ デリバティブ評価損   ―    14   ―    

４ 出資金運用損   16    ―   ―    

５ 持分法による 
投資損失   98   ― 56   

６ 貸倒引当金繰入損   35    ―   35    

７ その他   22 220 0.4 43 120 0.2 70 295 0.3

経常利益     1,230 2.0  1,650 2.4   2,537 2.3

Ⅵ 特別利益                

１ 投資有価証券売却益   526    177   774    

２ 損害賠償金収入   ―    31   ―    

３ その他   0 526 0.9 0 208 0.3 0 774 0.7

Ⅶ 特別損失                

１ 訴訟関連損失引当金 
  繰入損 

  ―    100   ―    

２ 固定資産減損損失 ＊４ 398    ―   398    

３ たな卸資産廃棄損   52    19   162    

４ ゴルフ会員権評価損   2    ―   ―    

５ 固定資産除却損 ＊３ 0    5   ―    

６ その他   0 454 0.7 1 126 0.2 421 982 0.9

税金等調整前中間 
(当期)純利益    1,301 2.2 1,732 2.5   2,328 2.1

法人税、住民税及び 
事業税   855   834 1,470   

法人税等調整額   △216 639 1.1 △10 824 1.2 △344 1,126 1.0

少数株主利益     2 0.0  2 0.0   4 0.0

中間(当期)純利益     659 1.1  905 1.3   1,198 1.1



③ 【中間連結剰余金計算書及び中間連結株主資本等変動計算書】 

［中間連結剰余金計算書］ 

  

  

  

次へ 

  
前中間連結会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     2,096   2,096 

Ⅱ 資本剰余金増加高           

 １ 自己株式処分差益      1   1 

Ⅲ 資本剰余金減少高     ―   ― 

Ⅳ 資本剰余金中間期末(期末)残高     2,097   2,098 

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     6,933   6,933 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

１ 中間(当期)純利益     659   1,198 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   434   434   

２ 取締役賞与金   64   64   

３ 連結子会社増加に伴う減少高   9 507 9 507 

Ⅳ 利益剰余金中間期末(期末)残高     7,085   7,623 



 ［中間連結株主資本等変動計算書］ 

当中間連結会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

 

  

（注）1 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

   2 一部の連結子会社に係る平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,728 2,098 7,623 △44 16,405 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注1）     △424   △424 

  役員賞与（注2）     △6   △6 

 中間純利益     905   905 

 自己株式の取得       △4 △4 

 自己株式の処分   0   1 1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額)           

中間連結会計期間中の変動額合計

（百万円） 
― 0 473 △3 470 

平成18年９月30日残高（百万円） 6,728 2,098 8,097 △47 16,876 

  

評価・換算差額等 
少数株主
持分 純資産合計 その他 

有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,653 △27 6,625 16 23,047 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当（注1）         △424 

  役員賞与（注2）         △6 

 中間純利益         905 

 自己株式の取得         △4 

 自己株式の処分         1 

 株主資本以外の項目の中間連結 
 会計期間中の変動額(純額) △1,478 8 △1,469 2 △1,467 

中間連結会計期間中の変動額合計
（百万円） △1,478 8 △1,469 2 △996 

平成18年９月30日残高（百万円） 5,174 △19 5,155 19 22,051 



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー      

税金等調整前中間(当期)純利益   1,301 1,732 2,328

減価償却費   327 338 694

固定資産減損損失   398 ― 398

連結調整勘定償却額   △41 ― △82

負ののれん償却額   ― △41 ―

持分法による投資利益(損失)   98 △4 56

貸倒引当金繰入損   67 263 68

賞与引当金の増(減)額   △2 11 62

訴訟関連損失引当金繰入損   ― 100 ―

役員賞与引当金の(増)減額   37 △40 66

退職給付引当金の(増)減額   46 △14 11

役員退職慰労引当金の(増)減額   △46 △36 35

有価証券売却損(益)   △59 5 △143

投資有価証券売却益   △526 △177 △774

投資有価証券評価損   0 ― 222

たな卸資産廃棄損   52 19 162

固定資産除却損   0 5 ―

出資金運用(損)益   16 ― △83

受取利息及び受取配当金   △87 △96 △257

支払利息   48 46 133

デリバティブ評価損   ― 14 ―

売上債権の増(減)額   2,957 △4,927 △705

たな卸資産の増加額   △646 △133 △589

前渡金の増加額   △272 △1,508 △921

仕入債務の増(減)額   △3,356 5,024 △158

前受金の増加額   420 1,835 714

未収消費税等の増(減)額   217 △25 217

役員賞与の支払額   △64 ― △64

その他資産・負債の増減額   △205 20 △61

小計   682 2,411 1,331

利息及び配当金の受取額   131 129 268

利息の支払額   △48 △45 △133

法人税等の支払額   △742 △916 △1,337

その他   6 13 6

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  28 1,592 135



  

  
  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー      

有価証券の取得による支出   △2,334 △4,481 △5,958

有価証券の売却による収入   2,482 3,914 6,606

投資有価証券の取得による支出   △825 △266 △1,849

投資有価証券の売却による収入   1,726 788 3,492

連結範囲の変更を伴う 
子会社株式の取得 *２ △524 ― △524

固定資産の取得による支出   △360 △282 △824

固定資産の売却による収入   54 39 53

長期貸付けによる支出   △18 △3 △40

長期貸付金の回収による収入   29 51 65

差入保証金の支出   △15 △4 △22

差入保証金の返戻による収入   4 26 12

投資活動による 
キャッシュ・フロー  217 △218 1,010

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー      

短期借入金の純減少額   △187 △100 △380

配当金の支払額   △425 △424 △435

自己株式の取得による支出   △6 △4 ―

自己株式の売却による収入   7 1 ―

その他   △9 ― △1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

  △620 △527 △817

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
  換算差額  △9 10 47

Ⅴ 現金及び現金同等物の増(減)額   △384 857 377

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   6,213 6,626 6,213

Ⅶ 新規連結子会社の現金及び 
  現金同等物期首残高  35 ― 35

Ⅷ 現金及び現金同等物の 
  中間期末(期末)残高 *１ 5,864 7,484 6,626



  

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数および名称  

連結子会社の数 ５社 

  連結子会社の名称 

   日本ダイヤバルブ㈱ 

SEIKA SANGYO GmbH 

TSURUMI(EUROPE)GmbH 

SEIKA MACHINERY,INC. 

西曄貿易（上海）有限公司 

    

このうち日本ダイヤバルブ㈱

については、当中間連結会計期

間において、全株式を取得した

こと、および西曄貿易（上海）

有限公司については、重要性が

増したことにより、連結子会社

に含めることとしております。 

  

１ 連結の範囲に関する事項 

(1) 連結子会社の数および名称  

連結子会社の数 ５社 

  連結子会社の名称 

   同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 

１ 連結の範囲に関する事項 

 (1) 連結子会社の数および名称 

  連結子会社の数 ５社 

  連結子会社の名称 

   日本ダイヤバルブ㈱ 

SEIKA SANGYO GmbH 

TSURUMI(EUROPE)GmbH 

SEIKA MACHINERY,INC. 

西曄貿易（上海）有限公司 

  

   このうち日本ダイヤバルブ㈱

については、当連結会計年度に

おいて、全株式を取得したこ

と、および西曄貿易（上海）有

限公司については、重要性が増

したことにより、連結子会社に

含めることとしております。 

  

  

  

  

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 東西実業㈱ 

  (連結の範囲から除いた理由) 

   非連結子会社の総資産、売上

高、中間純損益および利益剰余

金等は、いずれも小規模であ

り、かつ全体としても中間連結

財務諸表に重要な影響を及ぼし

ておりません。 

  

(2) 主要な非連結子会社の名称等 

同 左 

 (2) 主要な非連結子会社の名称等 

 主要な非連結子会社 東西実業㈱ 

  (連結の範囲から除いた理由) 

   連結の範囲から除外した非連

結子会社の総資産、売上高、当

期純損益および利益剰余金等

は、いずれも小規模であり、か

つ全体としても連結財務諸表に

重要な影響を及ぼしておりませ

ん。 

  

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社数 

１社 

  会社名 東西実業㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社数 

同 左 

  

    

２ 持分法の適用に関する事項 

 (1) 持分法適用の非連結子会社数 

   同 左 

 (2) 持分法適用の関連会社数 

３社 

  会社名 エステック㈱ 

            ㈱エスケイセールス 

            市川燃料チップ㈱ 

 (2) 持分法適用の関連会社数 

同 左 

  

   

     

     

 (2) 持分法適用の関連会社数 

同 左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
  至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
  至 平成18年３月31日) 

  

(3) 持分法を適用していない非連

結子会社および関連会社(日本

エゼクターエンジニアリング㈱

ほか)は、いずれも中間連結純

損益および利益剰余金に及ぼす

影響は軽微であり、かつ全体と

しても重要性がないため持分法

の適用範囲から除外しておりま

す。 

  

  

 (3) 同 左 

  

 (3) 持分法を適用していない非連

結子会社および関連会社(日本

エゼクターエンジニアリング㈱

ほか)は、いずれも連結純損益

および利益剰余金等に及ぼす影

響は軽微であり、かつ全体とし

ても重要性がないため持分法の

適用範囲から除外しておりま

す。 

 (4) 持分法適用会社のうち、中間

決算日が中間連結決算日と異な

る会社については、各社の中間

会計期間に係る中間財務諸表を

使用しております。 

  

(5) 債務超過の持分法適用会社に
ついては、当社が負担すべき負
の額を「持分法適用に伴う負
債」として固定負債に計上して
おります。 

  

 (4) 同 左 

  

  

  

  

  

(5) 同 左 
  

 (4) 持分法適用会社のうち、決算

日が連結決算日と異なる会社に

ついては、各社の事業年度に係

る財務諸表を使用しておりま

す。 

  

(5) 同 左   

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   連結子会社のうち中間決算日

が中間連結決算日と異なる会社

は次のとおりであります。 

  

   中間連結財務諸表の作成にあ

たっては、中間連結決算日との

差異が３か月を超えないため当

該連結子会社の中間決算財務諸

表を採用しております。 

   また、連結子会社との間の取

引で中間決算日が異なることか

ら生ずる重要な不一致について

は必要な調整を行っておりま

す。 

  

連結子会社名 中間決算日

SEIKA SANGYO GmbH 6月30日

TSURUMI(EUROPE)GmbH 6月30日

SEIKA MACHINERY, INC. 6月30日

西曄貿易（上海）   
有限公司   

6月30日

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

   同 左 

  

   

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

   連結子会社のうち決算日が連

結決算日と異なる会社は次のと

おりであります。 

  

連結財務諸表の作成にあたっ

ては、連結決算日との差異が３

か月を超えないため当該連結子

会社の決算財務諸表を採用して

おります。 

   また、連結子会社との取引で

決算日が異なることから生ずる

重要な不一致については必要な

調整を行っております。 

  

連結子会社名 決算日

SEIKA SANGYO GmbH 12月31日

TSURUMI(EUROPE)GmbH 12月31日

SEIKA MACHINERY, INC. 12月31日

西曄貿易（上海）   
有限公司   

12月31日



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

４ 会計処理基準に関する事項 

 (1) 重要な資産の評価基準及び評

価方法 

  イ 有価証券 

   売買目的有価証券 

    時価法(売却原価は移動平

均法によって算定しておりま

す。) 

   その他有価証券 

   ・時価のあるものは中間連結

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

資本直入法により処理し、

売却原価は移動平均法によ

って算定しております。) 

  

   ・時価のないものは、移動平

均法による原価法 

  

  イ 有価証券 

      売買目的有価証券 

同 左 

  

  

その他有価証券 

・時価のあるものは中間連結

期末日の市場価格等に基づ

く時価法(評価差額は全部

純資産直入法により処理

し、売却原価は移動平均法

によって算定しておりま

す。) 

   ・時価のないものは、移動平

均法による原価法 

  

  イ 有価証券 

   売買目的有価証券 

    同 左 

  

  

その他有価証券 

・時価のあるものは連結期末

日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法によって

算定しております。) 

  

・時価のないものは、移動平

均法による原価法 

  ロ デリバティブ 

    時価法 

  

  ハ たな卸資産 

先入先出法による原価法 

ただし、在外連結子会社は

個別法による低価法を、国内

連結子会社は最終仕入原価法

を採用しております。 

  ロ デリバティブ 

        同 左 

  

ハ たな卸資産 

同 左 

ロ  デリバティブ 

同 左 

  

ハ たな卸資産 

同 左  

  

  

  

  

  

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

  イ 有形固定資産 

    定率法。ただし、 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償 

却の方法 

  イ 有形固定資産 

    同 左 

 (2) 重要な減価償却資産の減価償

却の方法 

イ 有形固定資産 

  同 左 

   Ⅰ 賃貸用資産のうち、賃貸

借契約(賃貸料均等収入)に

基づくものおよび平成10年

4月1日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法によってお

ります。 

      

   Ⅱ リース資産については、

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

      

  ロ 無形固定資産 

    定額法。ただし、自社利用

のソフトウェアについて

は、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

  ロ 無形固定資産 

    同 左 

ロ 無形固定資産 

  同 左 

ハ   ───── ハ 長期前払費用 

定額法 

ハ 長期前払費用 

  同 左 



  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

      債権の貸倒れによる損失に

そなえるため、一般債権につ

いては、貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権に

ついては、個別に回収可能性

を検討して、回収不能見込額

を計上しております。 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

    同 左 

 (3) 重要な引当金の計上基準 

  イ 貸倒引当金 

    同 左 

  ロ 賞与引当金 

    従業員賞与および取締役で

ない執行役員賞与の支給にそ

なえるため、支給見込額のう

ち当中間連結会計期間負担額

を計上しております。 

  

  ハ 役員賞与引当金 

    取締役賞与の支給にそなえ

るため、支給見込額のうち当

中間連結会計期間負担額を計

上しております。 

  

  ロ 賞与引当金 

    同 左 

  

  

  

  

  

  ハ 役員賞与引当金 

    同 左 

  

  

  ロ 賞与引当金 

    従業員賞与および取締役で

ない執行役員賞与の支給にそ

なえるため、支給見込額のう

ち当連結会計年度負担額を計

上しております。 

  

ハ 役員賞与引当金 

取締役賞与の支給にそな

えるため、支給見込額を計上

しております。 

  ニ 退職給付引当金 

   Ⅰ 従業員の退職給付にそな

えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づき、

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

    数理計算上の差異は翌連結

会計年度に一括費用処理する

こととしております。 

  

Ⅱ 取締役でない執行役員の

退職慰労金の支給にそなえる

ため、内規に基づく当中間連

結会計期間末において発生し

ていると認められる額を計上

しております。 
  
ホ 役員退職慰労引当金 

    役員の退職慰労金の支出に

そなえるため、内規に基づく

当中間連結会計期間末におい

て発生していると認められる

額を計上しております。 

  

  ヘ  ───── 

   ニ 退職給付引当金 

   Ⅰ 同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

Ⅱ  同 左 

  

  

  

  

  

  

ホ 役員退職慰労引当金 

  同 左 

  

  

  

  

  

へ 訴訟関連損失引当金 

 係争中の訴訟に関連する損

失にそなえるため、その損失

見込額を計上しております。 

  ニ 退職給付引当金 

   Ⅰ 従業員の退職給付にそな

えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務および

年金資産の見込額に基づいて

計上しております。 

    数理計算上の差異は翌連結

会計年度に一括費用処理する

こととしております。 

  

  

  

  Ⅱ 取締役でない執行役員の

退職慰労金の支給にそなえる

ため、内規に基づく当連結会

計年度末要支給額を計上して

おります。 

  

  

ホ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出にそ

なえるため、内規に基づく当

連結会計年度末要支給額を計

上しております。 

  

  

へ  ─────  



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

  所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、貸手側、

借手側ともに通常の賃貸借取引

に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

  

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同 左 

 (4) 重要なリース取引の処理方法 

    同 左 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 (5) その他中間連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項 

 (5) その他連結財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

税抜処理によっております。 

  

消費税等の会計処理 

同 左 

  消費税等の会計処理 

    同 左 

５    ───── 

  

５    ─────    ５ 連結子会社の資産及び負債の評

価に関する事項 

   全面時価評価法を採用してお

ります。 

  

６    ───── ６    ─────     

  

  

６ 連結調整勘定の償却に関する事

項 

   連結調整勘定の償却について

は、５年間で均等償却しており

ます。 

  

７    ───── ７    ─────     

  

  

７ 利益処分項目等の取扱いに関す

る事項 

   連結剰余金計算書は連結会計

年度中に確定した利益処分に基

づいて作成しております。 

  

８ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

   中間連結キャッシュ・フロー

計算書における資金(現金及び

現金同等物)は、手許現金、随

時引き出し可能な預金および容

易に換金可能であり、かつ、価

値の変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３か月

以内に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 

８ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

    同 左 

８ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

   連結キャッシュ・フロー計算

書における資金(現金及び現金

同等物)は、手許現金、随時引

き出し可能な預金および容易に

換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか

負わない取得日から３か月以内

に償還期限の到来する短期投資

からなっております。 

  



    
中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間連結会計期間より、固定資

産の減損に係る会計基準（「固定資

産の減損に係る会計基準の設定に関

する意見書」（企業会計審議会 平

成14年８月９日））および「固定資

産の減損に係る会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第６号

平成15年10月31日）を適用しており

ます。これにより税金等調整前中間

純利益は398百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき各資産の金額から直接控除

しております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当連結会計年度より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。この結果、税金等調整前当期純

利益は398百万円減少しておりま

す。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の連結財務諸表規則に基

づき各資産の金額から直接控除して

おります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 

（貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準） 

 当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号

平成17年12月９日）および「貸借対

照表の純資産の部の表示に関する会

計基準等の適用指針」（企業会計基

準適用指針第８号 平成17年12月9

日）を適用しております。 

 これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、22,032百万円でありま

す。 

 なお、当中間連結会計期間におけ

る中間連結貸借対照表の純資産の部

については、中間連結財務諸表規則

の改正に伴い、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

───── 



表示方法の変更 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間連結貸借対照表関係) 

 前中間連結会計期間では投資事業有限責任組合等への

出資については、投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりましたが、「証券取引法の一部を改正す

る法律」(平成16年６月９日法律第97号)の施行に伴い、

有価証券とみなすこととされたため、当中間連結会計期

間においては投資その他資産の「投資有価証券」に含め

て表示しております。 

 なお、前中間連結会計期間の投資その他の資産の「そ

の他」に含まれている投資事業有限責任組合等への出資

の額は338百万円、当中間連結会計期間の「投資有価証

券」に含まれているその額は504百万円であります。 

  

  

  

  

（中間連結損益計算書関係） 

前中間連結会計期間では為替差損益の純額を、営業外

費用の「その他」に含めて表示しておりましたが、当中

間連結会計期間において、その金額が営業外収益総額の

百分の十を超えたため営業外収益に「為替差益」として

区分掲記しております。なお、前中間連結会計期間の営

業外費用の「その他」に含まれている「為替差損」は11

百万円であります。 

(中間連結貸借対照表関係) 

１ 前中間連結会計期間では関連会社出資金について

は、投資その他の資産の「その他」に含めて表示し

ておりましたが、「会社法の施行に伴う関連法律の

整備等に関する法律」(平成17年７月26日法律第87

号)の施行に伴い、当中間連結会計期間においては投

資その他の資産の「投資有価証券」に含めて表示し

ております。 

  なお、前中間連結会計期間の投資その他の資産の

「その他」に含まれている関連会社出資金の額は22

百万円、当中間連結会計期間の「投資有価証券」に

含まれているその額は22百万円であります。 

  

２ 前中間連結会計期間において、固定負債の「連結調

整勘定」として表示していたものは、当中間連結会

計期間から「負ののれん」と表示しております。 

  

（中間連結損益計算書関係） 

１ 前中間連結会計期間では有価証券売却損益の純額

を、営業外収益の「有価証券売却益」に区分掲記し

ておりましたが、当中間連結会計期間においては、

その金額が営業外費用総額の百分の十以下となった

ため営業外費用の「その他」に含めて表示しており

ます。 

なお、当中間連結会計期間における営業外費用の

「その他」に含まれている「有価証券売却損」は  5

百万円であります。 

  

２ 前中間連結会計期間において、営業外収益の「連結

調整勘定償却額」として表示していたものは、当中

間連結会計期間から、「負ののれん償却額」と表示

しております。 

  

３ 前中間連結会計期間では為替差損益の純額を、営業

外収益の「為替差益」に区分掲記しておりました

が、当中間連結会計期間においては、その金額が営

業外費用総額の百分の十以下となったため営業外費

用の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間における営業外費用の

「その他」に含まれている「為替差損」は8百万円で

あります。 

  

４ 前中間連結会計期間の「手形売却損」および「デリ

バティブ評価損」は営業外費用の「その他」に含め

て表示しておりましたが、当中間連結会計期間にお

いては、各々その金額が営業外費用総額の百分の十

を超えたため、区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間における営業外費用の

「その他」に含まれている各々の金額は「手形売却

損」1百万円、「デリバティブ評価損」4百万円であ

ります。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 



  

 

追加情報 

  

至 平成17年９月30日) 至 平成18年９月30日) 

  ５ 前中間連結会計期間では出資金運用損益の純額を営

業外費用の「出資金運用損」に区分掲記しておりま

したが、当中間連結会計期間においては、その金額

が営業外収益総額の百分の十以下となったため営業

外収益の「その他」に含めて表示しております。 

なお、当中間連結会計期間における営業外収益の

「その他」に含まれている「出資金運用益」は4百万

円であります。 

  

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

１ 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローに表示しておりました「連結調整勘

定償却額」は、当中間連結会計期間から「負ののれ

ん償却額」と表示しております。 

  

２ 前中間連結会計期間において、営業活動によるキャ

ッシュ・フローに区分掲記しておりました「出資金

運用損(益)」（当中間連結会計期間△4百万円）およ

び「役員賞与の支払額」（当中間連結会計期間 △6

百万円）は、当中間連結会計期間においては、その

金額の重要性が軽微であるため、営業活動によるキ

ャッシュ・フローの「その他の資産・負債の増減

額」に含めて表示しております。 

  

３ 前中間連結会計期間の「デリバティブ評価損」は営

業活動によるキャッシュ・フローの「その他の資

産・負債の増減額」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間においては、その金額の重

要性が増したため、営業活動によるキャッシュ・フ

ローに区分掲記しております。 

なお、前中間連結会計期間の営業活動によるキャッ

シュ・フロー「その他の資産・負債の増減額」に含

まれている「デリバティブ評価損」は4百万円であり

ます。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（役員賞与の会計処理） 

当中間連結会計期間から実務対応

報告第13号「役員賞与の会計処理に

関する当面の取扱い」（企業会計基

準委員会 平成16年３月９日）を適

用しております。 

これにより、従来、株主総会決議

時（又は支給時）に未処分利益の減

少として会計処理していた役員賞与

を、当中間連結会計期間から発生時

に費用処理しております。 

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益および税金等調

整前中間純利益が、37百万円減少し

ております。 

  

  

  

  

  

  

  

───── 

（役員賞与の会計処理） 

当連結会計年度から実務対応報告

第13号「役員賞与の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成16年３月９日）を適用し

ております。 

これにより、従来、株主総会決議

時（又は支給時）に利益剰余金の減

少として会計処理していた役員賞与

を、当連結会計年度から発生時に費

用処理しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益および税金等調整

前当期純利益が、66百万円減少して

おります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,737百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,846百万円 

＊１ 有形固定資産の減価償却累計額 

4,667百万円

 

２   ─────  ２   ─────     ＊２ 非連結子会社および関連会社に

対するものは次のとおりであり

ます。 

投資有価証券(株式) 747百万円

その他(出資金) 22百万円

   

＊３ 債務の担保に供している資産 

  定期預金 1百万円  
投資有価証券 1,914百万円  
上記担保に対応する債務の科目
名称又は担保目的とその金額 

  短期借入金 2,600百万円  
長期借入金 1,000百万円  
取引保証金代用等 

支払保証のため  
 

    

＊３ 債務の担保に供している資産 

  定期預金 1百万円  
投資有価証券 1,932百万円  
上記担保に対応する債務の科目
名称又は担保目的とその金額 

  短期借入金 2,600百万円  
長期借入金 1,000百万円  
取引保証金代用等

支払保証のため  
 

    

＊３ 債務の担保に供している資産 

定期預金 1百万円  
投資有価証券 2,130百万円  
上記担保に対応する債務の科目
名称又は担保目的とその金額 

  短期借入金 2,600百万円  
長期借入金 1,000百万円  
取引保証金代用等 

支払保証のため 
  

４   ─────  ４ 保証債務   ４ 保証債務  

  

  

    営業取引に対する保証  

  子会社 

  西華貿易（深圳）有限公司 

15百万円 

    営業取引に対する保証  

  子会社 

  西華貿易（深圳）有限公司 

15百万円 

５   ─────  ５   ─────  ５ 取引履行保証 

    営業取引に係る 
取引履行保証   20百万円 
  

６ 貸出コミットメント及び当座貸越

契約(借手側) 

  

貸出コミット 
メント総額 

4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

合計 5,100百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,100百万円

６ 貸出コミットメント及び当座貸

越契約(借手側) 

貸出コミット
メント総額 

4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

合計 5,100百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,100百万円

６ 貸出コミットメント及び当座貸

越契約(借手側) 

貸出コミット 
メント総額 

4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円

合計 5,100百万円

借入実行残高 ―

差引額 5,100百万円

  

８     ───── 

７ 受取手形(輸出手形)割引高 

  322百万円

  

＊８ 中間連結会計期間末日の満期手

形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理してお

り、当中間連結会計期間末日は

金融機関が休日のため、同日期

日の下記手形が中間連結会計期

間末日の残高に含まれておりま

す。 

受取手形    218百万円 

支払手形    1,613百万円 

７ 受取手形(輸出手形)割引高 

  564百万円

  

８     ───── 

７ 受取手形(輸出手形)割引高 

   477百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

＊１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

  

  

  

  

  

   従業員給料 
   諸手当 

1,368百万円

   賞与引当金 
   繰入額 

435百万円

   退職給付費用 226百万円

   

＊１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

  

  

  

   従業員給料
   諸手当 

1,418百万円

賞与引当金
   繰入額 

497百万円

   役員退職慰労
   引当金繰入額 

27百万円

役員賞与引当金
繰入額 

26百万円

退職給付費用 164百万円

貸倒引当金
繰入額 

263百万円

減価償却費 66百万円

＊１ 販売費及び一般管理費の主要

な費目及び金額 

  従業員給料
   諸手当 

2,723百万円

   従業員賞与 659百万円

  役員退職慰労 
   引当金繰入額 

75百万円

  賞与引当金
   繰入額 

486百万円

役員賞与引当金 
繰入額 

66百万円

退職給付費用 409百万円

貸倒引当金
繰入額 

33百万円

減価償却費 132百万円

２    ───── 

        

２    ─────  

  

＊２ 一般管理費に含まれている 

      

     研究開発費        104百万円

＊３ 固定資産除却損 

  

機械装置 0百万円

   

   

     

   

＊３ 固定資産除却損 

  

機械装置 5百万円

   

   

     

   

３     ───── 

   

   

   

   

   

＊４ 固定資産減損損失 
  
固定資産減損損失に関しては、
主に資産の所在地別にグルーピン
グを行い、当中間連結会計期間に
おいては、以下の資産グループに
ついて損失を計上しております。 

  

  
当該資産グループについては、時
価の下落、並びに将来見込まれる
賃貸料収入の不確実性により、算
定した回収可能価額が帳簿価額を
下回ったため、帳簿価額を回収可
能価額まで減少させております。 
なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しており、使用価値につ
いては、将来キャッシュ・フロー
を2.91％で割引いて算出しており
ます。 
  

用途 主に賃貸用資産 

種類 土地及び建物 

場所 埼玉県上尾市 

４    ─────
  
  

＊４ 固定資産減損損失 
  
固定資産減損損失に関しては、
主に資産の所在地別にグルーピン
グを行い、当連結会計年度におい
ては、以下の資産グループについ
て損失を計上しております。 
  

  
当該資産グループについては、時
価の下落、並びに将来見込まれる
賃貸料収入の不確実性により、算
定した回収可能価額が帳簿価額を
下回ったため、帳簿価額を回収可
能価額まで減少させております。 
なお、回収可能価額は使用価値に
より測定しており、使用価値につ
いては、将来キャッシュ・フロー
を2.91％で割引いて算出しており
ます。    
  

用途 主に賃貸用資産 

種類 土地及び建物 

場所 埼玉県上尾市 



  
(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間連結会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１ 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

  
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加17,866株は単元未満株式の買取によるものであり、減少6,452株は単元未満株式の買増請

求によるものであります。 
  

  

２ 配当に関する事項 

  配当金支払額 

  

  

  前連結会計年度末 

株式数（株） 

当中間連結会計期間 

増加株式数（株） 

当中間連結会計期間 

減少株式数（株） 

当中間連結会計期間末

株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 85,103,252 ― ― 85,103,252 

合計 85,103,252 ― ― 85,103,252 

自己株式         

普通株式（注） 271,630 17,866 6,452 283,044 

合計 271,630 17,866 6,452 283,044 

決議 株式の種類 
配当金の総額
（百万円） 

１株当たり配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 
定時株主総会 

普通株式 424 5 平成18年３月31日 平成18年６月30日 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

＊１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

     (平成17年９月30日現在) 

  

＊１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に掲記

されている科目の金額との関係 

     (平成18年９月30日現在) 

 

＊１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記されてい

る科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

 

預入期間が３か月を超える定期預金 

  

  

＊２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の連結開始時の

資産および負債の主な内訳並びに株

式の取得価額と取得による支出（純

額）との関係 

  

  

  

  

現金及び預金勘定 5,865百万円

  △1百万円

現金及び現金同等物 5,864百万円

流動資産 3,627百万円 

固定資産 494百万円 

流動負債 △2,534百万円 

固定負債 △322百万円 

連結調整勘定 △413百万円 

新規連結子会社 
株式の取得価額 

850百万円

新規連結子会社の 
現金及び現金同等物 

△325百万円

差引：新規連結子会
社取得による支出 

524百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 

  

  

２    ───── 

  

  

  

現金及び預金勘定 7,485百万円

  △1百万円

現金及び現金同等物 7,484百万円

預入期間が３か月を超える定期預金 

  

  

＊２ 株式の取得により新たに連結

子会社となった会社の連結開始時の

資産および負債の主な内訳並びに株

式の取得価額と取得による支出（純

額）との関係 

  

  

   

現金及び預金勘定 6,628百万円

  △1百万円

現金及び現金同等物 6,626百万円

流動資産 3,627百万円 

固定資産 494百万円 

流動負債 △2,534百万円 

固定負債 △322百万円 

連結調整勘定 △413百万円 

新規連結子会社
株式の取得価額 

850百万円

新規連結子会社の 
現金及び現金同等物 

△325百万円

差引：新規連結子会
社取得による支出 

524百万円



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引 

(貸手側) 

(1) 固定資産に含まれているリース

物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間連結期末残高  

  器具・備品

取得価額 2,841百万円

減価償却累計額 1,945百万円

中間連結期末 
残高 

895百万円

１ 所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引 

(貸手側) 

(1) 固定資産に含まれているリース

物件の取得価額、減価償却累計

額及び中間連結期末残高  

  器具・備品

取得価額 2,963百万円

減価償却累計額 2,069百万円

中間連結期末
残高 

893百万円

１ 所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引 

(貸手側) 

(1) 固定資産に含まれているリース

物件の取得価額、減価償却累計

額及び当連結会計年度末残高 

  器具・備品 

取得価額 2,909百万円

減価償却累計額 1,877百万円

当連結会計年度末 
残高 

1,032百万円

(2) 未経過リース料中間連結期末残

高相当額 

  

一年内 385百万円

一年超 556百万円

合計 941百万円

(2) 未経過リース料中間連結期末残

高相当額 

  

一年内 361百万円

一年超 578百万円

合計 939百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

一年内 409百万円

一年超 677百万円

合計 1,086百万円

(3) 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

  

受取リース料 237百万円

減価償却費 205百万円

受取利息相当額 20百万円

(3) 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

  

受取リース料 240百万円

減価償却費 210百万円

受取利息相当額 19百万円

(3) 受取リース料、減価償却費及び

受取利息相当額 

  

受取リース料 490百万円

減価償却費 425百万円

受取利息相当額 40百万円

(4) 利息相当額の算定方法 

  利息相当額の各期への配分方法

は、利息法によっております。 

  

(4) 利息相当額の算定方法 

  同 左 

(4) 利息相当額の算定方法 

  同 左 



  

  

前へ   次へ 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額

減価償却累計額相当額及び中間連結

期末残高相当額 

  

 

  
取得価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間連結
期末残高
相当額 

  （百万円）（百万円）（百万円）

車両 18 12 6

器具及び
備品 

108 59 48

合計 126 71 54

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額

減価償却累計額相当額及び中間連結

期末残高相当額 

  

  
取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間連結
期末残高
相当額 

  （百万円）（百万円）（百万円）

機械装置 
及び運搬具

12 8 3

器具及び
備品 

86 32 53

合計 98 41 57

(借手側)
(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び当連結会

計年度末残高相当額 

  

取得価額
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

連結会計
年度末残
高相当額

  （百万円）（百万円）（百万円）

機械装置
及び運搬具

18 13 4 

器具及び
備品 

91 55 36 

合計 110 68 41 

(2) 未経過リース料中間連結期末残
高相当額 

  

一年内 24百万円
一年超 31百万円

合計 56百万円

(2) 未経過リース料中間連結期末残
高相当額 

  

一年内 22百万円
一年超 36百万円

合計 58百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額 
  
一年内 

 
19百万円

一年超 23百万円

合計 42百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 17百万円
減価償却費相当額 15百万円
支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 

  

支払リース料 13百万円
減価償却費相当額 12百万円
支払利息相当額 1百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当
額及び支払利息相当額 
支払リース料 29百万円
減価償却費相当額 25百万円
支払利息相当額 2百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残
存価額を零とする定額法によっ
ております。 

  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
  同 左 
  
  

(4) 減価償却費相当額の算定方法 
  同 左 

  

(5) 利息相当額の算定方法 
  リース料総額とリース物件の取
得価額相当額の差額を利息相当
額とし、各期への配分方法につ
いては、利息法によっておりま
す。 
所有権移転外ファイナンス・
リース取引（借手側）について
は、昨今のリース契約状況等に
鑑み、当中間連結会計期間より
重要性の基準を適用し、１件当
たりリース料総額3百万円未満
のリース取引については省略し
て記載しております。 

  

(5) 利息相当額の算定方法 
  同 左 
  
  
  
  
     
  
  

───── 
  
  
  
  

(5) 利息相当額の算定方法 
  同 左 
  
  
  
  

所有権移転外ファイナンス・
リース取引（借手側）について
は、昨今のリース契約状況等に
鑑み、当連結会計年度より重要
性の基準を適用し、１件当たり
リース料総額3百万円未満のリ
ース取引については省略して記
載しております。 

  
２ オペレーティング・リース取引 
(借手側) 
 未経過リース料 
一年内 2百万円
一年超 6百万円

合計 8百万円
  
オペレーティング・リース取引
（借手側）については、昨今のリ
ース契約状況等に鑑み、当中間連
結会計期間より重要性の基準を適
用し、１件当たりリース料総額3
百万円未満のリース取引について
は省略して記載しております。 
  

 

２ オペレーティング・リース取引 
(借手側) 
 未経過リース料 
一年内 3百万円
一年超 9百万円

合計 12百万円
  
     

  
───── 

  

 

２ オペレーティング・リース取引 
(借手側) 
 未経過リース料 

  
オペレーティング・リース取引
（借手側）については、昨今のリ
ース契約状況等に鑑み、当連結会
計年度より重要性の基準を適用
し、１件当たりリース料総額3百
万円未満のリース取引については
省略して記載しております。 

  

一年内 2百万円
一年超 7百万円

合計 9百万円



(有価証券関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 (平成17年９月30日) 

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

１ 満期保有目的の債券で時価の 
  あるもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

２ その他有価証券で時価のある 
  もの 

    

(1) 株式 5,081 11,106 6,025 

(2) 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 1,319 1,706 386 

合計 6,401 12,812 6,411 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券       

非上場株式    489百万円     

投資事業匿名組合出資金    196百万円     



  

  

当中間連結会計期間末 (平成18年９月30日) 

種類 
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

１ 満期保有目的の債券で時価の 
  あるもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

種類 取得原価(百万円)
中間連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

２ その他有価証券で時価のある 
  もの 

    

(1) 株式 5,057 13,183 8,126 

(2) 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 628 1,134 505 

合計 5,686 14,318 8,632 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び中間連結貸借対照表計上額 

その他有価証券       

非上場株式      280百万円     

投資事業組合等      465百万円     



  

  

前連結会計年度末 (平成18年３月31日) 

種類 
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

時価(百万円) 差額(百万円) 

１ 満期保有目的の債券で時価の 
  あるもの 

    

(1) 国債・地方債等 ― ― ― 

(2) 社債 ― ― ― 

(3) その他 ― ― ― 

合計 ― ― ― 

種類 取得原価(百万円)
連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額(百万円) 

２ その他有価証券で時価のある 
  もの 

    

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

 

(1) 株式 5,134 15,612 10,477 

(2) 債券       

その他 ― ― ― 

(3) その他 891 1,555 663 

小計 6,026 17,167 11,141 

連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

 

(1) 株式 24 21 △3 

(2) 債券       

その他 ― ― ―

(3) その他 20 20 △0 

小計 45 41 △3 

合計 6,071 17,208 11,137 

３ 時価のない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

その他有価証券       

非上場株式      262百万円     

投資事業組合等      470百万円     



(デリバティブ取引関係) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況 

  

  

  

  

  

前へ     

対象 
物の 
種類 

取引の種類 

前中間連結会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成18年３月31日) 

契約額等
(百万円)

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

契約額等
(百万円)

時価
(百万円)

評価損益
(百万円)

契約額等 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益
(百万円)

通貨 為替予約取引                   

  
売建                   

 米ドル 478 500 △21 133 138 △5 289 296 △6 

  
 ユーロ 1,332 1,340 △8 2,071 2,188 △117 1,735 1,803 △67 

買建                   

  
 米ドル 283 292 9 281 287 5 255 255 0 

 ユーロ 223 226 2 377 399 21 522 533 10 

  
 ノルウェークロ

ーネ 
― ― ― 7 7 0 ― ― ― 

  スワップ取引                   

  
 支払日本円 
 受取米ドル 
  

2,828 △12 △12 2,828 1 1 2,828 △0 △0

金利 

スワップ取引                   

 支払固定 
 受取変動 
  

1,000 △4 △4 1,000 4 4 1,000 19 19

  合計 6,147 2,342 △35 6,699 3,027 △88 6,632 2,907 △45 



 (セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日) 

（事業の種類別区分の方法） 

従来、当社および連結子会社は、いずれも国内および海外の市場における商品売買を行うほか関連する取引先に

対する役務等の提供および各種取引案件の企画、調整、有機的な結合を図る等の活動を行う機械専門商社と言わ

れている単一業種に従事していたため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりました。 

当中間連結会計期間より従来からの事業については「機械等卸売事業」とし、これに加えて、株式の取得により

新たに連結子会社となった会社の事業である機械等製造については「機械等製造事業」として区分することにし

ております。 

  

当中間連結会計期間(自平成18年４月１日 至平成18年９月30日) 

（注） １ 当社および連結子会社の事業区分は製品の種類、製造方法、販売方法の類似性を考慮し、「機械等卸売事

業」および「機械等製造事業」に分類しております。 

      ２ 事業区分の主要な内容 

(1) 機械等卸売事業   各種産業分野の機械設備の販売等 

(2) 機械等製造事業      各種産業用のバルブ製造・販売等 

前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日) 

  機 械 等 

卸売事業 

(百万円) 

機 械 等 

製造事業(百

万円) 

計 

  

(百万円) 

消去又は全

社 

(百万円) 

連 結 

  

(百万円) 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 57,635 2,375 60,011 ― 60,011 

 (2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
17 300 317 (317) ― 

計 57,653 2,676 60,329 (317) 60,011 

営業費用 56,724 2,439 59,164 (317) 58,846 

営業利益 928 236 1,165 (0) 1,165 

  機 械 等 

卸売事業 

(百万円) 

機 械 等 

製造事業(百

万円) 

計 

  

(百万円) 

消去又は全

社 

(百万円) 

連 結 

  

(百万円) 

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 66,369 2,488 68,857 ― 68,857 

 (2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
27 224 251 (251) ― 

計 66,396 2,713 69,109 (251) 68,857 

営業費用 65,031 2,510 67,542 (253) 67,288 

営業利益 1,364 202 1,567 2 1,569 

  機 械 等 

卸売事業 

(百万円) 

機 械 等 

製造事業(百

万円) 

計 

  

(百万円) 

消去又は全

社 

(百万円) 

連 結 

  

(百万円) 



（事業の種類別区分の方法） 

従来、当社および連結子会社は、いずれも国内および海外の市場における商品売買を行うほか関連する取引先に

対する役務等の提供および各種取引案件の企画、調整、有機的な結合を図る等の活動を行う機械専門商社と言わ

れている単一業種に従事していたため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しておりました。 

当連結会計年度より従来からの事業については「機械等卸売事業」とし、これに加えて、株式の取得により新た

に連結子会社となった会社の事業である機械等製造については「機械等製造事業」として区分することにしてお

ります。 

「機械等製造事業」の主な製品は各種産業用のバルブであります。 

  

売上高           

(1)外部顧客に対する売上高 105,890 4,837 110,727 ― 110,727 

 (2)セグメント間の内部売上高 

又は振替高 
31 458 489 (489) ― 

計 105,921 5,295 111,216 (489) 110,727 

営業費用 104,166 4,959 109,126 (487) 108,639 

営業利益 1,755 335 2,090 ( 2) 2,088 



【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自平成17年４月１日 至平成17年９月30日)および当中間連結会計期間(自平成18年４月１日

至平成18年９月30日)並びに前連結会計年度(自平成17年４月１日 至平成18年３月31日)における本邦の売上高および

資産の金額は、全セグメントの売上高合計および全セグメントの資産合計額に占める割合がいずれも90％超であるた

め、記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間（自平成17年４月１日 至平成17年９月30日） 

  

当中間連結会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日） 

  

前連結会計年度（自平成17年４月１日 至平成18年3月31日） 

 (注)1.国又は地域の区分方法 

地理的近接度により区分しております。 

   2.各区分に属する主な国又は地域 

アジア：中国、フィリピン、韓国、台湾 

欧州：ドイツ、英国 

その他：米国 

   3.海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,139 1,494 463 5,096 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       60,011 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 5.2 2.5 0.8 8.5 

  アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 3,718 2,304 588 6,611 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       68,857 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 5.4 3.3 0.9 9.6 

  アジア 欧州 その他の地域 計 

Ⅰ 海外売上高（百万円） 6,249 3,714 1,081 11,045 

Ⅱ 連結売上高（百万円）       110,727 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合(％) 5.6 3.4 1.0 10.0 



 (１株当たり情報) 

  

  

（注） １株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ １株当たり純資産額 

231円76銭 

１ １株当たり純資産額 

259円75銭 

１ １株当たり純資産額 

271円31銭 

  

２ １株当たり中間純利益金額 

7円78銭 

２ １株当たり中間純利益金額 

10円67銭 

２ １株当たり当期純利益金額 

13円94銭 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、

潜在株式がないため記載してお

りません。 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り中間純利益金額については、

潜在株式がないため記載してお

りません。 

  なお、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益金額については、

潜在株式がないため記載してお

りません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益金額 
(百万円) 

659 905 1,198 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 15 

(うち利益処分による取締役賞与金)
(百万円) 

― ― 15 

普通株式に係る中間(当期)純利益金
額(百万円) 

659 905 1,182 

普通株式の期中平均株式数(千株) 84,837 84,828 84,838 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

１ 現金及び預金 ＊２ 4,297    6,180   5,251    

２ 受取手形 ＊７ 1,990    2,733   2,129    

３ 売掛金   28,174    35,718   31,671    

４ 有価証券   799    426   124    

５ たな卸資産   1,210    1,130   1,010    

６ 前渡金   2,385    4,481   2,986    

７ 繰延税金資産   185    302   269    

８ その他   1,619    1,741   1,470    

９ 貸倒引当金   △114    △243   △137    

流動資産合計     40,549 68.2  52,470 72.1   44,777 65.6

Ⅱ 固定資産                

１ 有形固定資産 ＊１ 2,048    1,989   2,163    

２ 無形固定資産   307    297   311    

３ 投資その他の資産                

(1) 投資有価証券 ＊２ 15,396    17,174   19,831    

(2) その他   1,338    944   1,265    

(3) 貸倒引当金   △197    △71   △121    

   計   16,538    18,047   20,975    

固定資産合計     18,894 31.8  20,335 27.9   23,449 34.4

資産合計     59,443  100.0  72,805 100.0   68,226  100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 
(負債の部)          

Ⅰ 流動負債          

１ 支払手形 ＊７ 5,068    9,136   5,810    

２ 買掛金   20,521    24,560   22,922    

３ 短期借入金 ＊２ 6,700    6,700   6,700    

４ 未払法人税等   763    731   851    

５ 前受金   1,979    4,079   2,300    

６ 引当金   430    571   499    

７ その他 ＊８ 957    933   901    

流動負債合計     36,421 61.3  46,712 64.2   39,986 58.6

Ⅱ 固定負債          

１ 長期借入金 ＊２ 1,000    1,000   1,000    

２ 退職給付引当金   1,373    1,311   1,341    

３ 役員退職慰労引当金   157    184   201    

４ 繰延税金負債   1,392    2,329   3,335    

５ その他   6    6   6    

固定負債合計     3,929 6.6  4,832 6.6   5,885 8.6

負債合計     40,350 67.9  51,545 70.8   45,871 67.2

(資本の部)          

Ⅰ 資本金     6,728 11.3  ― ―   6,728 9.9

Ⅱ 資本剰余金                

１ 資本準備金   2,096    ―    2,096    

２ その他資本剰余金   0    ―    1    

資本剰余金合計     2,097 3.5  ― ―   2,097 3.1

Ⅲ 利益剰余金                

１ 任意積立金   5,500    ―   5,500    

２ 中間(当期)未処分 
利益   916   ― 1,420   

利益剰余金合計     6,416 10.8  ― ―   6,920 10.1

Ⅳ その他有価証券 
  評価差額金    3,876 6.5 ― ―   6,637 9.7

Ⅴ 自己株式     △25 △0.0  ― ―   △28 △0.0

資本合計     19,092 32.1  ― ―   22,355 32.8

負債及び資本合計     59,443  100.0  ― ―   68,226  100.0



  

  

    前中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  6,728 9.2   ― ―

２ 資本剰余金                

(1) 資本準備金   ―    2,096   ―    

(2) その他資本剰余金   ―    1   ―    

資本剰余金合計     ― ―  2,098 2.9   ― ―

３ 利益剰余金                

(1) その他利益剰余金                

別途積立金   ―    6,050   ―    

繰越利益剰余金   ―    1,251   ―    

利益剰余金合計     ― ―  7,301 10.0   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △32 △0.0   ― ―

株主資本合計     ― ―  16,095 22.1   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金    ― 5,164   ― 

評価・換算差額等 
合計    ― ― 5,164 7.1   ― ―

純資産合計     ― ―  21,260 29.2   ― ―

負債純資産合計     ― ―  72,805 100.0   ― ―



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     57,182  100.0  65,493 100.0   104,413  100.0

Ⅱ 売上原価 ＊１   52,906 92.5  60,612 92.5   96,008 91.9

売上総利益     4,275 7.5  4,880 7.5   8,404 8.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ＊１   3,431 6.0  3,490 5.4   6,856 6.6

営業利益     844 1.5  1,390 2.1   1,548 1.5

Ⅳ 営業外収益 ＊２   219 0.4  142 0.2   618 0.6

Ⅴ 営業外費用 ＊1,3   112 0.2  100 0.1   211 0.2

経常利益     951 1.7  1,432 2.2   1,955 1.9

Ⅵ 特別利益 ＊４   526 0.9  177 0.3   748 0.7

Ⅶ 特別損失 ＊５   435 0.8  100 0.2   658 0.6

税引前中間（当期）
純利益    1,042 1.8 1,509 2.3   2,046 2.0

法人税、住民税 
及び事業税   767   720 1,327   

法人税等調整額   △266 500 0.9 △15 704 1.1 △326 1,000 1.0

中間（当期）純利益     542 0.9  805 1.2   1,046 1.0

前期繰越利益     374   ―    374  

中間(当期)未処分 
利益    916 ―   1,420 



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

  

  

  

（注） 平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

  株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本

合計 資本準備金 
その他  

資本剰余金

資本  

剰余金合計

その他利益剰余金 利益剰余金

合計 別途積立金
繰越利益

剰余金 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,728 2,096 1 2,097 5,500 1,420 6,920 △28 15,718 

中間会計期間中の変動額                   

 剰余金の配当（注）          △424 △424   △424 

 別途積立金の積立（注）         550 △550 ―   ― 

 中間純利益           805 805   805 

 自己株式の取得               △4 △4 

 自己株式の処分     0 0       1 1 

株主資本以外の項目の中間 
   会計期間中の変動額(純額) 

                  

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

― ― 0 0 550 △169 380 △3 377 

平成18年９月30日残高（百万円） 6,728 2,096 1 2,098 6,050 1,251 7,301 △32 16,095 

  

評価・換算差額等 

純資産合計 その他有価証券  

評価差額金 

平成18年３月31日残高（百万円） 6,637 22,355 

中間会計期間中の変動額     

 剰余金の配当（注）   △424 

 別途積立金の積立（注）   ― 

 中間純利益   805 

 自己株式の取得   △4 

 自己株式の処分   1 

 株主資本以外の項目の中間 
 会計期間中の変動額(純額) 

△1,472 △1,472 

中間会計期間中の変動額合計 
（百万円） 

△1,472 △1,094 

平成18年９月30日残高（百万円） 5,164 21,260 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 １ 資産の評価基準及び評価方法  １ 資産の評価基準及び評価方法 

 (1) 有価証券 

   売買目的有価証券 

    時価法(売却原価は移動平

均法によって算定しており

ます。) 

   子会社株式及び関連会社株式 

    移動平均法による原価法 

   その他有価証券 

・時価のあるものは中間期末

日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部資本

直入法により処理し、売却

原価は移動平均法によって

算定しております。) 

   ・時価のないものは移動平均

法による原価法 

 (1) 有価証券 

   売買目的有価証券 

同 左 

  

  

   子会社株式及び関連会社株式 

    同 左 

   その他有価証券 

・時価のあるものは中間期末

日の市場価格等に基づく時

価法(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法によっ

て算定しております。) 

   ・時価のないものは移動平均

法による原価法 

 (1) 有価証券 

   売買目的有価証券 

同 左 

  

  

子会社株式及び関連会社株式 

    同 左 

その他有価証券 

・時価のあるものは期末日の

市場価格等に基づく時価法

(評価差額は全部資本直入

法により処理し、売却原価

は移動平均法によって算定

しております。) 

・時価のないものは移動平均

法による原価法 

 (2) デリバティブ 

   時価法 

 (2) デリバティブ 

   同 左 

 (2) デリバティブ 

   同 左 

 (3) たな卸資産 

   先入先出法による原価法 

(3) たな卸資産 

   同 左 

(3) たな卸資産 

   同 左 

  

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   定率法。ただし、 

  イ 取得価額が10万円以上20万

円未満の少額減価償却資産

については３年間で均等償

却を行っております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同 左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

 (1) 有形固定資産 

   同 左 

  ロ 賃貸用資産のうち、賃貸借

契約(賃貸料均等収入)に基

づくものおよび平成10年４

月１日以降に取得した建物

(建物附属設備を除く)につ

いては、定額法によってお

ります。 

    

  ハ リース資産については、リ

ース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法

によっております。 

    

 (2) 無形固定資産 

   定額法。ただし、自社利用の

ソフトウェアについては、社内

における利用可能期間(５年)に

基づく定額法によっておりま

す。 

 (2) 無形固定資産 

   同 左 

 (2) 無形固定資産 

   同 左 

(3)  ────── 

    

(3) 長期前払費用 

   定額法 

(3) 長期前払費用 

   同 左 

      

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   債権の貸倒れによる損失にそ

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同 左 

３ 引当金の計上基準 

 (1) 貸倒引当金 

   同 左 



なえるため、一般債権については、

貸倒実績率により、貸倒懸念債

権等特定の債権については、個

別に回収可能性を検討して、回

収不能見込額を計上しておりま

す。 

 (2) 賞与引当金 

従業員賞与および取締役でな

い執行役員賞与の支給にそなえ

るため、支給見込額のうち当中

間会計期間負担額を計上してお

ります。 

 (2) 賞与引当金 

同 左 

 (2) 賞与引当金 

   従業員賞与および取締役でな

い執行役員賞与の支給にそなえ

るため、支給見込額のうち当事

業年度負担額を計上しておりま

す。 

(3) 役員賞与引当金 

取締役賞与の支給にそなえる

ため、支給見込額のうち当中間

会計期間負担額を計上しており

ます。 

(3) 役員賞与引当金 

同 左 

(3) 役員賞与引当金 

取締役賞与の支給にそなえ

るため、支給見込額を計上し

ております。      

  

 (4) 退職給付引当金 

イ 従業員の退職給付にそなえる

ため、当事業年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づき、当中間会

計期間末において発生してい

ると認められる額を計上して

おります。 

数理計算上の差異は翌事業年

度に一括費用処理することと

しております。 

ロ 取締役でない執行役員の退職

慰労金の支給にそなえるた

め、内規に基づき当中間会計

期間末において発生している

と認められる額を計上してお

ります。 

 (4) 退職給付引当金 

イ 同 左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

ロ  同 左 

 (4) 退職給付引当金 

イ 従業員の退職給付にそなえる

ため、当事業年度末における

退職給付債務および年金資産

の見込額に基づいて計上して

おります。 

数理計算上の差異は翌事業年

度に一括費用処理することと

しております。 

  

  

ロ 取締役でない執行役員の退職 

慰労金の支給にそなえるた

め、内規に基づく当事業年度

末要支給額を計上しておりま

す。 

  

  

 (5) 役員退職慰労引当金 

   取締役および監査役の退職慰

労金の支出にそなえるため、内

規に基づき当中間会計期間末に

おいて発生していると認められ

る額を計上しております。 

  

 (5) 役員退職慰労引当金 

   同 左 

  

 (5) 役員退職慰労引当金 

取締役および監査役の退職慰

労金の支出にそなえるため、内

規に基づく当事業年度末要支給

額を計上しております。 

(6) ────── 

  

  

  

  

(6) 訴訟関連損失引当金 

   係争中の訴訟に関連する損失

にそなえるため、その損失見込

額を計上しております。 

(6) ────── 

      

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

  所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引については、貸手側、借

手側ともに通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によって

おります。 

４ リース取引の処理方法 

   同 左 

４ リース取引の処理方法 

   同 左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 



  

   消費税等の会計処理 

   税抜処理によっております。 

   消費税等の会計処理 

   同 左 

   消費税等の会計処理 

   同 左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準（「固定資産の

減損に係る会計基準の設定に関する

意見書」（企業会計審議会 平成14

年８月９日））および「固定資産の

減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準適用指針第６号 平

成15年10月31日）を適用しておりま

す。これにより税引前中間純利益は

398百万円減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき各資産の金額から直接控除し

ております。 

  

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

  

  

(貸借対照表の純資産の部の表示に

関する会計基準) 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）および「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号 平成17年12月９日）

を適用しております。 

これまでの資本の部の合計に相当

する金額は、純資産の部の合計と同

額であります。 

なお、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、中間財務諸表等規則の改正に伴

い、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

  

（固定資産の減損に係る会計基準） 

当事業年度から固定資産の減損に係

る会計基準（「固定資産の減損に係

る会計基準の設定に関する意見書」

（企業会計審議会 平成14年８月９

日））および「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」（企業会計

基準適用指針第６号 平成15年10月

31日）を適用しております。この結

果、税引前当期純利益は398百万円

減少しております。 

なお、減損損失累計額について

は、改正後の財務諸表等規則に基づ

き各資産の金額から直接控除してお

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

────── 



表示方法の変更 

  

  

前中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間では投資事業有限責任組合等への出

資については、投資その他の資産の「その他」に含め

て表示しておりましたが、「証券取引法の一部を改正

する法律」(平成16年６月９日法律第97号)の施行に伴

い、有価証券とみなすこととされたため、当中間会計

期間においては投資その他の資産の「投資有価証券」

に含めて表示しております。 

 なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その

他」に含まれている投資事業有限責任組合等への出資

の額は338百万円、当中間会計期間の「投資有価証券」

に含まれているその額は504百万円であります。 

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

────── 

  

  

  

  

  

  

（中間貸借対照表関係） 

 前中間会計期間では関係会社出資金については、投資

その他の資産の「その他」に含めて表示しておりました

が、「会社法の施行に伴う関連法律の整備等に関する法

律」(平成17年７月26日法律第87号)の施行に伴い、当中

間会計期間においては投資その他の資産の「投資有価証

券」に含めて表示しております。 

なお、前中間会計期間の投資その他の資産の「その

他」に含まれている関係会社出資金は214百万円、当中

間会計期間の投資その他の資産の「投資有価証券」に含

まれているその額は214百万円であります。 

  



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

（役員賞与の会計処理） 

当中間会計期間から実務対応報告

第13号「役員賞与の会計処理に関す

る当面の取扱い」（企業会計基準委

員会 平成16年３月９日）を適用し

ております。 

これにより、従来、株主総会決議

時（又は支給時）に未処分利益の減

少として会計処理していた役員賞与

を、当中間会計期間から発生時に費

用処理しております。 

この結果、従来の方法に比べて、

営業利益、経常利益および税引前中

間純利益が、37百万円減少しており

ます。 

  

  

  

  

  

  

  

────── 

  

（役員賞与の会計処理） 

当事業年度から実務対応報告第13号

「役員賞与の会計処理に関する当面

の取扱い」（企業会計基準委員会

平成16年３月９日）を適用しており

ます。 

これにより、従来、株主総会決議時

（又は支給時）に未処分利益の減少

として会計処理していた役員賞与

を、当事業年度から発生時に費用処

理しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益および税引前当期

純利益が、66百万円減少しておりま

す。 

  



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

＊１ 有形固定資産の

減価償却累計額 

  

3,105百万円 

  

3,197百万円 

  

2,995百万円 

＊２ 債務の担保に供

している資産 

      

    定期預金 1百万円 1百万円 1百万円 

    投資有価証券 1,914百万円 1,932百万円 2,130百万円 

        
   上記担保に対応

する債務の科目
名称又は担保目
的とその金額 

      

    短期借入金 2,600百万円 2,600百万円 2,600百万円 

    長期借入金 1,000百万円 1,000百万円 1,000百万円 

    取引保証金代
用等 
支払保証のた
め 

      

 ３ 保証債務          

   営業取引に対す

る保証 

子会社 

   西華貿易(深圳)
有限公司 

  

  

  

― 

  

  

  

15百万円 

  

  

  

15百万円 

 ４ 取引履行保証 

   営業取引に係る

取引履行保証 

  

  

― 

  

  

― 

  

  

20百万円 

５ 貸出コミットメ
ント及び当座
貸越契約(借手
側) 

  

貸出コミットメ
ント総額 

4,000百万円 4,000百万円 4,000百万円

当座貸越極度額 1,100百万円 1,100百万円 1,100百万円

  ────── ────── ──────

合計 5,100百万円 5,100百万円 5,100百万円

借入実行残高 ― ― ―

  ────── ────── ──────

差引額 5,100百万円 5,100百万円 5,100百万円

 ６ 受取手形（輸出

手形）割引高 
322百万円 564百万円 477百万円 



  

  

項目 
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

  
＊７ 期末日満期手形

の会計処理 
  
  
  
  
  
  

────── 

手形の決済処理は、手形交
換日に行っており、当中間
会計期間末日は金融機関が
休日のため、同日期日の下
記手形が当中間会計期間末
日残高に含まれておりま
す。 
  
受取手形   130百万円 
支払手形  1,613百万円 
  

────── 

＊８ 消費税等の取扱

い 

仮受消費税等から仮払消費

税等を差引き、残高を流動

負債の部「その他」に含め

て計上しております。 

同 左 ────── 



(中間損益計算書関係) 

  

  
  

項目 

前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 

至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前事業年度 

(自 平成17年４月１日 

至 平成18年３月31日) 

＊１ 固定資産の減価

償却実施額 

      

   有形固定資産 266百万円 268百万円 554百万円 

   無形固定資産 5百万円 7百万円 11百万円 

＊２ 営業外収益 

   のうち 

      

   受取利息 17百万円 19百万円 70百万円 

   受取配当金 62百万円 89百万円 175百万円 

   有価証券利息 12百万円 0百万円 17百万円 

  有価証券売却益 59百万円 ― 142百万円 

＊３ 営業外費用 

   のうち 

      

   支払利息 40百万円 45百万円 117百万円 

   出資金運用損 16百万円 ― ― 

   貸倒引当繰入損 35百万円 ― 35百万円 

＊４ 特別利益のうち 

   投資有価証券 

売却益    

  

526百万円 

  

  

177百万円 

  

  

748百万円 

  

＊５ 特別損失のうち       

   訴訟関連損失引

当金繰入損 
― 100百万円 ― 

   投資有価証券 

   評価損 
0百万円 ― 222百万円 

   固定資産減損損

失 

  

398百万円 

  

― 

  

398百万円 

    

固定資産減損損失に関して

は、主に資産の所在地別に

グルーピングを行い、当中

間会計期間においては、以

下の資産グループについて

損失を計上しております。 

  

  
当該資産グループについて
は、時価の下落、並びに将
来見込まれる賃貸料収入の
不確実性により、算定した
回収可能価額が帳簿価額を
下回ったため、帳簿価額を
回収可能価額まで減少させ
ております。 
なお、回収可能価額は使用

価値により測定しており、

使用価値については、将来

キャッシュ・フローを

2.91％で割引いて算出して

おります。 

用途 主に賃貸用資産 

種類 土地及び建物 

場所 埼玉県上尾市 

  

  

  

固定資産減損損失に関して

は、主に資産の所在地別に

グルーピングを行い、当事

業年度においては、以下の

資産グループについて損失

を計上しております。 

  

  
当該資産グループについて
は、時価の下落、並びに将
来見込まれる賃貸料収入の
不確実性により、算定した
回収可能価額が帳簿価額を
下回ったため、帳簿価額を
回収可能価額まで減少させ
ております。 
なお、回収可能価額は使用

価値により測定しており、

使用価値については、将来

キャッシュ・フローを

2.91％で割引いて算出して

おります。 

  

用途 主に賃貸用資産 

種類 土地及び建物 

場所 埼玉県上尾市 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

自己株式の種類および株式数に関する事項 

  
（注） 普通株式の自己株式の株式数の増加17,866株は単元未満株式の買取によるものであり、減少6,452株は単元未満株式の買増請

求によるものであります。 

  

  前事業年度末 

株式数（株） 

当中間会計期間 

増加株式数（株） 

当中間会計期間 

減少株式数（株） 

当中間会計期間末 

株式数（株） 

 自己株式         

普通株式（注） 155,728 17,866 6,452 167,142 

合計 155,728 17,866 6,452 167,142 



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 所有権移転外       

  ファイナンス・リ

ース取引 

   (貸手側) 

(1) 固定資産に含まれてい

るリース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

中間会計期末残高 

(1) 固定資産に含まれてい

るリース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

中間会計期末残高 

(1) 固定資産に含まれてい

るリース物件の取得価

額、減価償却累計額及び

期末残高 

  

  

  

  

  

  器具・備品

取得価額 2,849百万円

減価償却
累計額 

1,953百万円

中間期末残高 896百万円

  器具・備品

取得価額 2,963百万円

減価償却
累計額 

2,069百万円

中間期末残高 893百万円

  器具・備品 

取得価額 2,909百万円

減価償却
累計額 

1,877百万円

期末残高 1,032百万円

  (2) 未経過リース料中間会

計期末残高相当額 

(2) 未経過リース料中間会

計期末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残

高相当額 

  

  

  
  

一年内 385百万円

一年超 556百万円

合計 941百万円

一年内 361百万円

一年超 578百万円

合計 939百万円

一年内 409百万円

一年超 677百万円

合計 1,086百万円

  (3) 受取リース料、減価償

却費及び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償

却費及び受取利息相当額 

(3) 受取リース料、減価償

却費及び受取利息相当額 

  

  

  

  

 受取リース料 239百万円

 減価償却費 206百万円

 受取利息 
 相当額 

20百万円

 受取リース料 240百万円

 減価償却費 210百万円

受取利息
 相当額 

19百万円

 受取リース料 491百万円

 減価償却費 427百万円

受取利息 
 相当額 

40百万円

  (4) 利息相当額の算定方法 

  利息相当額の各期への

配分方法は、利息法によ

っております。 

(4) 利息相当額の算定方法 

  同左 

(4) 利息相当額の算定方法 

  同左 



  

  

項目 
前中間会計期間

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(借手側) (1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間会計期末残高相当額 

(1) リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び当期末残高相当額 

  

  

  

  

  

  
  
  
  
  
  

  
取得 
価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期 
末残高 
相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円）

車両 18 12 6 

器具及 
び備品 

89 46 42 

合計 107 58 48 

  
取得
価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

中間期
末残高 
相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円）

車両 12 8 3

器具及
び備品

79 28 50

合計 91 36 54

取得
価額 
相当額 

減価償却
累計額 
相当額 

当期末 
残高 
相当額 

  （百万円） （百万円） （百万円）

車両 18 13 4 

器具及
び備品

73 40 32 

合計 91 54 37 

  (2) 未経過リース料中間会計期

末残高相当額 

(2) 未経過リース料中間会計期

末残高相当額 

(2) 未経過リース料期末残高相

当額 

  

  

  
  

一年内 21百万円

一年超 28百万円

合計 49百万円

一年内 20百万円

一年超 34百万円

合計 55百万円

一年内 17百万円

一年超 20百万円

合計 38百万円

  (3) 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

(3) 支払リース料、減価償却費

相当額及び支払利息相当額 

  

  

  

  
  
  

 支払リース料 13百万円

 減価償却費 
 相当額 

11百万円

 支払利息 
 相当額 

1百万円

 支払リース料 13百万円

 減価償却費
 相当額 

11百万円

 支払利息
 相当額 

1百万円

 支払リース料 26百万円

減価償却費
 相当額 

23百万円

支払利息
 相当額 

2百万円

  

  

  

  

  

  
  

(4) 減価償却費相当額の算定方

法 

  リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定額

法によっております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方

法 

同 左 

(4) 減価償却費相当額の算定方

法 

 同 左 

  

  

  

  

  

  
  

(5) 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件

の取得価額相当額の差額を利

息相当額とし、各期への配分

方法については、利息法によ

っております。 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同 左 

(5) 利息相当額の算定方法 

  同 左 

  

  

  

  

  

  
所有権移転外ファイナンス・

リース取引（借手側）について

は、昨今のリース契約状況等に

鑑み、当中間会計期間より重要

性の基準を適用し、１件当たり

リース料総額3百万円未満のリー

ス取引については省略して記載

しております。 

  

  

  

  

────── 

  
所有権移転外ファイナンス・リ

ース取引（借手側）については、

昨今のリース契約状況等に鑑み、

当事業年度より重要性の基準を適

用し、１件当たりリース料総額3

百万円未満のリース取引について

は省略して記載しております。 

  



  

  

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

２  オペレーティン

グ・リース取引 

   (借手側) 

未経過リース料 

一年内 2百万円

一年超 6百万円

合計 8百万円

未経過リース料 

一年内 3百万円

一年超 9百万円

合計 12百万円

未経過リース料 

一年内 2百万円

一年超 7百万円

合計 9百万円

    

オペレーティング・リー

ス取引（借手側）について

は、昨今のリース契約状況

等に鑑み、当中間会計期間

より重要性の基準を適用

し、１件当たりリース料総

額3百万円未満のリース取引

については省略して記載し

ております。 

  

  

  

  

  

  

────── 

  

オペレーティング・リー

ス取引（借手側）について

は、昨今のリース契約状況

等に鑑み、当事業年度より

重要性の基準を適用し、１

件当たりリース料総額3百万

円未満のリース取引につい

ては省略して記載しており

ます。 

  



(有価証券関係) 

  

前中間会計期間、当中間会計期間および前事業年度のいずれにおいても、子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはあ

りません。 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

  

１ 
有価証券報告書 
及びその添付書類 

事業年度 
(第83期) 

自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日 

  
平成18年６月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平１７年１１月２５日

   西 華 産 業 株 式 会 社 

         取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている西華産業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロ－計算書について中間

監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、西華産業株式会社及び連結子会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フロ－の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間連結会計期間

から固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

------------------------------------------------------------------------------------- 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。 

明 光 監 査 法 人     
指定社員 

公認会計士 萩原  篤   
業務執行社員 

  
指定社員 

公認会計士 田代 充雄 
  

業務執行社員   



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月１７日

   西 華 産 業 株 式 会 社 

         取 締 役 会 御 中 

  

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている西華産業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの連結会計年度の中間連結会計

期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸

借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロ－計算書につ

いて中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場か

ら中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうよ

うな重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中

心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果と

して中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表

の作成基準に準拠して、西華産業株式会社及び連結子会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する中間連結会計期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績及びキ

ャッシュ・フロ－の状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

------------------------------------------------------------------------------------- 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間連結

財務諸表に添付する形で別途保管している。 

明 光 監 査 法 人     
指定社員 

公認会計士 萩原  篤   
業務執行社員 

  
指定社員 

公認会計士 田代 充雄 
  

業務執行社員   



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月２５日

   西 華 産 業 株 式 会 社 

          取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている西華産業株式会社の平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までの第８３期事業年度の中間会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表

及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の

責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間

財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、西華産業株式会社の平成１７年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成１７年４月１日から平成１７年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

追記情報 

中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載のとおり、会社は、当中間会計期間から固定

資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上

------------------------------------------------------------------------------------- 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財

務諸表に添付する形で別途保管している。 

  

明 光 監 査 法 人     
指定社員 

公認会計士 萩原  篤   
業務執行社員 

  
指定社員 

公認会計士 田代 充雄 
  

業務執行社員   



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月１７日

   西 華 産 業 株 式 会 社 

          取 締 役 会 御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられ

ている西華産業株式会社の平成１８年４月１日から平成１９年３月３１日までの第８４期事業年度の中間会計

期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照

表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法

人に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要

な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした

監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間

財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

  

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基

準に準拠して、西華産業株式会社の平成１８年９月３０日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計

期間（平成１８年４月１日から平成１８年９月３０日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているも

のと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以   上

------------------------------------------------------------------------------------- 

上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が中間財

務諸表に添付する形で別途保管している。 

明 光 監 査 法 人     
指定社員 

公認会計士 萩原  篤   
業務執行社員 

  
指定社員 

公認会計士 田代 充雄 
  

業務執行社員   
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